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1．はじめに

　学校における働き方改革には、何か一つをやれば解決
するという特効薬があるわけではないため、小さな取組を
積み重ねることが必要です。そうした取組の一つとして令
和３年３月に「全国の学校における働き方改革事例集」を
公表しており、どの学校でも取り組みやすく手の届きやす
い事例を多数紹介させています。（教育委員会月報　６月
号参照）
 　この事例集では、Part３「明日からできるグループウェ
ア活用法」と題し、ICT 環境を活用した校務効率化の方法
についても詳細に紹介しています。グループウェアを活用

した業務改善ノウハウをまとめ、学校現場においてすぐに
活用可能な小テストや欠席・遅刻連絡フォームなどの雛形
をクラウド上で提供するとともに、グループウェア活用につ
いてよくある疑問への回答をコラムとして掲載しています。
　グループウェアを活用した校務効率化については、主に

「やりとり」、「予定管理」、「調査」として種別し、それぞ
れの実施方法等について、実際の画面サンプルを活用しな
がら、導入しやすさのレベル別に掲載しています。この事
例集について、「グループウェア活用についての具体的な
紹介がわかりやすい」という声もいただいており、本稿に
おいては、ICT を活用した校務効率化について、事例集の
内容を概説します、
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2．グループウェアを用いた「やりとり」

　グループウェアを用いた「やりとり」を行うことで、教職
員同士や、教職員と教育委員会等での連絡、資料共有な
どの効率化が可能となります。教職員全体や学年、分掌ご
とにグループを作成し、連絡事項の伝達を掲示板やチャッ
ト機能を用いて一度に行うことで、口頭や書面での伝達の
時間を削減し、常に最新情報を全員で共有できるようにな
ります。その際、テキスト・画像・ＵＲＬ・共同編集可能なファ
イルなど、共有したい内容に応じてわかりやすい形式で情
報を共有することが可能です。この機能を活用し、掲示板
やチャットでの情報共有・連絡を行うことで、教職員間で
の連絡の効率化はもとより、日々の朝礼・終礼、会議の精
選や、会議資料のペーパーレス化など、会議の実施につ
いて大幅な効率化を図ることができます。

　グループウェアによる情報共有は、児童生徒の学習指導・
生徒指導にも活用することができます。日々、口頭やメモ

などで共有していた児童生徒の状況を、全教職員・特定の
グループの教職員など、対象を工夫しながら即時に共有し、
学校全体での円滑な支援が可能となります。
　このほか、各教育委員会・学校管理職単位などでのグ
ループを作成することができるため、時間・場所・学校内
外を問わず、役職ごとでの連絡事項の伝達や、教科ごとで
の教材などの情報共有が可能となります。

（オンライン上で気軽に教職員がアクセスできる「お役立ち
リンク集」などを作成しているケースもあります。）

3．グループウェアを用いた「予定管理」

　グループウェアのカレンダー機能を用いることで、学校
全体や教職員個人の予定など、スケジュールに関する情報
共有を手間なく、円滑に行うことができるようになります。
　例えば、学校行事等の全教職員に関連する日々の予定
をカレンダーに入力し、共有しておくことで、朝礼までに一
日の予定を黒板等に書き出す必要がなくなるとともに、急
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な変更があっても直ちに修正・反映・確認することができ
るようになります。
　このカレンダー機能等については、空き教室や備品の管
理にも応用ができ、予約漏れやダブルブッキングなどのト
ラブルの減少にもつながります。

　また、一斉メール配信ツールなどと組み合わせることで、
保護者への行事予定の共有・変更をこれまでより簡便に行
うことができるようになります。保護者としても、これまで
学校通信、学級通信などを通じて届いていた情報が、直接、
保護者自身に届けられることで、情報伝達の行き違いが減
少するというメリットも生まれます。

4．グループウェアを用いた「調査」

　グループウェアにはアンケート機能もあり、これまで紙
で行っていたアンケート・調査をデジタル化することにより、
調査票の印刷・配布・回収・集計などのプロセスを大幅に

効率化することができます。
　具体的には、学校行事等の参加／不参加の意思表示や、
保護者の同意が必要なことなどをデジタル上で行うことで、
文書の作成が簡素化されるほか、配布・回収の際に児童
生徒を経由する必要がなくなり、回収速度の向上につなが
ります。さらに、提出状況がデジタル上で一目瞭然となる
ことから、書類を仕分けることなく未提出者の状況を把握
できるほか、回答を書面から入力し直す必要もなく、集計
作業も迅速かつ正確に行うことが可能となります。

　このほか、欠席連絡をデジタル化することにより、教職
員にとっては電話による業務の中断がなくなるほか、教室
にいながらも児童生徒の欠席連絡の情報を確認することが
でき、保護者にとっても学校に電話をかけ続ける必要がな
く、移動中でも負担なく欠席連絡をすることができます。
　このように、保護者との連絡にグループウェアの機能を
用いることで、教職員の業務改善のみならず、保護者の負
担軽減もあわせて実現することが可能となります。
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5．おわりに

　今回は、６月号で取り上げた事例集のうち、ICT を活
用した校務効率化について紹介させていただきました。
GIGA スクール構想が進展し、児童生徒の１人１台端末の
活用が進む中で、教職員が校務において ICT を十分に活
用できるようになることは、働き方改革を一層進めるため
にも重要です。このため、各教育委員会・学校においても、
事例集や先進事例を参考にしながら、教職員間や学校・保
護者等間における情報共有や連絡調整に係る手段をデジタ
ル化するなど、ICT を活用した校務効率化について積極的
に取り組み、教職員や保護者の負担軽減を図っていただく
ようお願いします。

（改訂版　全国の学校における働き方改革
事例集ＱＲコード）


